予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　児童虐待防止特別対策事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部 子ども・女性局子ども家庭課 児童養護係
電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　     　　　２，６４４ 千円（前年度予算額： １，９８９千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,989
	994
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	995

	要求額
	2,644
	1,322
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,322

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
児童虐待は児童の心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えることに鑑み、児童虐待の早期発見・早期対応と家族再統合や児童の自立に至るまでの一貫したサポートを実施できる体制の構築に努める                                                     
（２）事業内容
１．子ども相談センターの資質向上のための研修事業
子ども相談センター職員（児童福祉司、児童心理司、保護課職員）や子ども家庭課担当者の資質向上や児童虐待対応等の実践力向上のための研修を受講する。
２．家族再統合・自立支援事業
　　虐待をしてしまった親や被虐待児に対するセラピーや、家族再統合のための専門技術を持った職員の養成を図る。困難案件の増加により、高い専門性をもった心理的ケアなどによる処遇を行う必要が増えているため、職員による心理判定等専門的技術力の向上を図る。
３．関係機関への研修事業
市町村職員、主任児童委員、民生児童委員、学校教員、保育士、児童福祉施設職員、里親等の関係者に対する研修（講演会等）の実施。
４．主任児童委員への研修
　　地域において児童、乳幼児、妊婦等の相談と援助を行う主任児童委員に対する研修を実施

（３）県負担・補助率の考え方：県1/2　国庫1/2
  （児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金）

（４）類似事業の有無：無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	160
	講師報償費　160

	旅費
	1,423
	費用弁償　80　　業務旅費　1,343

	需用費
	541
	消耗品費　534　　会議費　2　　役務費　5

	使用料
	60
	会場使用料　60

	委託料
	190
	研修委託料　150　託児委託料　40

	負担金
	270
	参加負担金　270

	合計
	2,644
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　国においては児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金のメニューを年々拡充しており、当該事業は平成２５年度から当初予算化された。
（２）事業主体及びその妥当性
　事業主体：県

　児童福祉の実現、及び児童虐待防止は県の責務であり、その為に必要不可欠な事業として、関係職員の資質向上、援助技術の習得のための研修等を実施する。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　研修により児童虐待相談に対応し、児童や保護者のケアを実施する職員等の資質を向上させ、児童虐待への適切な援助を行う体制を強化する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修受講（県）職員

延人数
	（H  ）
	47
（H 23）
	36
（H24）
	46
（H25）
	50
（H27）
	92％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

研修受講職員数…延４６人（平成25年度実績）

岐阜県里親研修会1回（参加者９１人）、岐阜県児童虐待防止研修会
（参加者２２７人）1回開催




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

①②研修を受講した職員により、虐待を受けた児童の保護や家族の再統合、在宅支援についてより専門的な援助が可能となる。

③里親が、虐待を受けた児童や家族の特徴及び援助方法について学び、養育力を高めることができる。また県内の児童福祉関係者（母子保健、医療従事者含む）に対する研修会により、虐待の未然予防について学ぶことができる。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	児童虐待に関する社会的な関心は高く、重篤な事例はマスコミ報道されることが多い。児童虐待相談対応件数は全国的にも、また県においても年々増加していることから、こうした問題に対処する職員等の資質向上の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	　研修に参加した職員等が実際の相談援助活動においてそれを実践することにより、児童の保護及び家庭への指導等において問題に対処する能力が高まっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	　研修受講については、各子ども相談センターの職員が無駄なく効率的に受講できるよう全体調整の上実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　児童虐待の援助技術については、様々な手法があるが日進月歩であり確立されているとまではいえないため、新しい知見を常に取りいれ、有効性を検証しつつ活用していくがある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　児童虐待を防止するため行政機関や社会的養護に求められる役割は大きく、今後も研修により児童虐待相談に対応する職員等の資質を向上させ、児童虐待への適切な援助を行うこととする。




